
事 業 概 況 （12月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 26 年度労災保険業務機械処理の平成 26 年 12 月末現在における保険給付支払総額は 592,218,229 千円で、前年同

期に比べて0.4％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が308,146,726千円で52.0％と最も大きく、次いで療養

補償給付が171,274,727千円で28.9％を占めている。以下、休業補償給付が12.8％、障害補償一時金が4.0％、遺族補償

一時金が1.0％、介護補償給付が0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％を占めている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が11.1％増、遺族補償一時金が7.6％

増、療養補償給付が4.1％増、葬祭料が3.5％増となっているのに対し、障害補償一時金が2.6％減、年金等給付が1.3％

減、介護補償給付が0.5％減となっている。なお、休業補償給付は変化がなかった。（第１表） 

　　　　　区　分 平成25年度 25年12月末 平成26年度 26年12月末

対前年同 対前年同

 保険給付 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 589,724,892 100.0 △ 1.4 592,218,229 100.0 0.4

療 養 補 償 給 付 164,566,221 27.9 △ 0.1 171,274,727 28.9 4.1

休 業 補 償 給 付 75,700,526 12.8 △ 2.5 75,675,477 12.8 0.0

障 害 補 償 一 時 金 24,543,608 4.2 △ 1.2 23,897,954 4.0 △ 2.6

遺 族 補 償 一 時 金 5,289,711 0.9 △ 13.6 5,691,219 1.0 7.6

葬 祭 料 1,683,810 0.3 △ 9.0 1,743,382 0.3 3.5

介 護 補 償 給 付 5,077,778 0.9 △ 1.0 5,051,860 0.9 △ 0.5

年 金 等 給 付 312,200,051 52.9 △ 1.6 308,146,726 52.0 △ 1.3

二 次 健 康 診 断 等 給 付 663,187 0.1 3.3 736,885 0.1 11.1

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

第 １ 表 給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が178,094,457千円で30.1％、「その他の事業」が157,234,371   

千円で26.6％、「製造業」が149,332,404千円で25.2％となっている。以下、「運輸業」が10.5％、「鉱業」が4.7％、「林

業」が2.0％、「船舶所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となって

いる。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が10.3％増、「その他の事業」が2.9％増、

「運輸業」が1.0％増となっているのに対し、「漁業」が5.6％減、「鉱業」が5.1％減、「林業」が3.8％減、「電気、ガス、

水道又は熱供給の事業」が3.0％減、「建設事業」が0.4％減となっている。なお、「製造業」は変化がなかった。（第２表） 



　　　　　区　分 平成25年度 25年12月末 平成26年度 26年12月末

対前年同 対前年同

　　業　種 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全　 　業 　　種 589,724,892 100.0 △ 1.4 592,218,229 100.0 0.4

林　　  　　　業 12,360,455 2.1 △ 6.6 11,892,197 2.0 △ 3.8

漁　　　  　　業 2,186,531 0.4 3.4 2,064,310 0.3 △ 5.6

鉱　　　  　　業 29,257,338 5.0 △ 6.6 27,779,429 4.7 △ 5.1

建　 設　 事　 業 178,738,550 30.3 △ 1.6 178,094,457 30.1 △ 0.4

製　 　造　 　業 149,324,795 25.3 △ 2.8 149,332,404 25.2 0.0

運　 　輸　 　業 61,392,833 10.4 1.1 62,019,683 10.5 1.0
電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
1,492,558 0.3 21.9 1,448,337 0.2 △ 3.0

そ の 他 の 事業 152,838,010 25.9 0.5 157,234,371 26.6 2.9

船舶所有者の事業 2,133,822 0.4 3.2 2,353,041 0.4 10.3

第 ２ 表 業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が164,407,448千円で53.4％と最も大きく、次いで

障害補償年金が116,168,861千円で37.7％、傷病補償年金が27,570,417千円で8.9％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 103,071,662 千円で 33.4％、「製造業」が 88,642,427

千円で28.8％、「その他の事業」が55,966,415千円で18.2％となっている。以下、「運輸業」が10.4％、「鉱業」が6.4％、

「林業」が2.0％、「漁業」が0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.1％とな

っている。（第３表） 

平成26年度　26年12月末現在

　　　　 区　分 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

 業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全　 　業 　　種 116,168,861 164,407,448 27,570,417 308,146,726 100.0

林　　  　　　業 1,795,222 4,018,911 311,210 6,125,343 2.0

漁　　　  　　業 337,366 1,041,901 34,412 1,413,680 0.5

鉱　　　  　　業 1,814,860 12,756,549 5,101,315 19,672,725 6.4

建　 設　 事　 業 33,465,849 59,309,467 10,296,346 103,071,662 33.4

製　 　造　 　業 44,391,271 39,062,986 5,188,170 88,642,427 28.8

運　 　輸　 　業 11,880,683 18,321,128 1,873,124 32,074,935 10.4

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
206,908 581,190 55,777 843,876 0.3

そ の 他 の 事業 22,226,924 29,054,893 4,684,598 55,966,415 18.2

船舶所有者の事業 49,777 260,422 25,465 335,663 0.1

構　成　比 37.7% 53.4% 8.9% 100.0% －

構成比

第 ３ 表 業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

(注 2) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 3) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

 



保 険 料 

 

  平成 26年度労災保険業務機械処理の平成26年 12月末現在における保険料徴収決定済額は845,169,628千円で、前年同

期に比べて4.4％増となっている。保険料収納済額は588,541,727千円で、前年同期に比べて5.5％増となっている。また、

収納率についてみると69.6％となっており、前年同期に比べて0.6ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が380,171,692千円で45.0％と最も大きく、次いで、

「建設事業」が 207,091,493 千円で 24.5％、「製造業」が 161,408,682 千円で 19.1％を占めている。以下、「運輸業」が

8.3％、「船舶所有者の事業」が1.6％、「林業」が0.6％、「鉱業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、

「漁業」が0.2％となっている。（第４表） 

区　分

平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度平成26年度

業　種 25年12月末 26年12月末 25年12月末 26年12月末 25年12月末 26年12月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全　 　業 　　種 809,206,568 845,169,628 100.0 4.4 557,982,624 588,541,727 100.0 5.5 69.0 69.6

林　　  　　　業 5,113,841 5,247,615 0.6 2.6 3,461,486 3,656,016 0.6 5.6 67.7 69.7

漁　　　  　　業 1,987,098 2,028,337 0.2 2.1 1,304,330 1,360,359 0.2 4.3 65.6 67.1

鉱　　　  　　業 3,084,215 3,099,365 0.4 0.5 1,857,449 1,908,868 0.3 2.8 60.2 61.6

建　 設　 事　 業 185,623,013 207,091,493 24.5 11.6 129,986,431 146,013,672 24.8 12.3 70.0 70.5

製　 　造　 　業 158,312,026 161,408,682 19.1 2.0 106,390,472 109,815,611 18.7 3.2 67.2 68.0

運　 　輸　 　業 68,422,325 70,290,997 8.3 2.7 42,955,805 44,855,341 7.6 4.4 62.8 63.8

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
2,259,504 2,241,053 0.3 △ 0.8 1,517,088 1,525,905 0.3 0.6 67.1 68.1

そ の 他 の 事業 368,974,018 380,171,692 45.0 3.0 260,128,565 270,174,637 45.9 3.9 70.5 71.1

船舶所有者の事業 15,430,527 13,590,395 1.6 △ 11.9 10,380,997 9,231,318 1.6 △ 11.1 67.3 67.9

収　納　率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

第 ４ 表 業 種 別 保 険 料 徴 収 状 況

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 


